技　術　資　料　作　成　要　領
一橋大学（国立）ライフライン再生（さく井設備改修）工事
平成２９年９月
国立大学法人一橋大学財務部施設課
技術資料作成要領

　「一橋大学（国立）ライフライン再生（さく井設備改修）工事」の入札に参加を希望する場合は、下記要領により技術資料を提出してください。

記

１．工事の概要

（１）工事名：一橋大学（国立）ライフライン再生（さく井設備改修）工事
（２）工事場所：東京都国立市中２－１（一橋大学国立西キャンパス構内）
（３）工事概要：本工事は、老朽化したさく井設備（飲用水等）の機能改善を図ることを目的とする工事である。
（４）工　　期：契約締結日の翌日から平成３０年２月２８日（水）まで
（５）配付資料：①工事概要　②案内図　③配置図　④平面図
（６）本工事は、「企業の技術力」及び「企業の信頼性・社会性」について記述した、申請書及び資料を受け付け、価格と価格以外の要素を総合的に評価して落札者を決定する総合評価落札方式（実績評価型）を実施する工事である。
２．入札参加意欲の確認

　　　技術資料の提出をもって、入札参加意欲があるものとする。

３．技術資料の内容

　　　作成する技術資料の内容は、次表のとおりとし、記載内容を証明する資料として、以下の①～②の書類を提出すること。

1 次表（１）及び（２）の施工実績として記載した工事に係る契約書の写し。　　　　　なお、契約書の写しは工事名、契約金額、工期、発注者、請負者の確認できる部分のみでよい。ただし、財団法人日本建設情報総合センターの工事実績情報システム（以下「CORINS」という。）に登録されている場合は、契約書の写しを提出する必要はない。この場合は、登録されていることが確認できること。

2 次表（２）の配置予定技術者に係る資格者証等の写し。なお、監理技術者資格者証については、裏面の写しも提出すること。

なお、申請する工事の完成・引渡し年月日は、技術資料提出日以前のものとする。また、同種工事の施工実績の要件と配置予定技術者の施工経験の要件が異なる場合があるので、確認の上作成すること。

（一）企業の技術力

	項目
	記載要領・留意事項

	(１)企業の施工実績


	①同種工事の施工実績（別紙様式３）
１）施工実績の要件

平成１４年度以降に、元請として完成、引渡しが完了した、国、国立大学法人、特殊法人等又は地方公共団体等の発注したさく井設備（新設又は改修）の施工実績。（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が２０％以上の場合のものに限る。）
施工実績は、当該発注者（国、国立大学法人）、その他の公共発注機関、民間事業者の発注機関の順序で優先して選択する。

２）記載事項

工事名称、発注者名、施工場所、契約金額、工期、受注形態等、施工規模等を記載する。

３）その他

工事名称等の項目の内容が証明できる契約書等の写しを添付する。必要に応じ、用途・規模等を確認できる平面図等の写しを添付する。

②工事成績（入札説明書：別記様式４）
過去２年のさく井設備工事の工事成績評定通知の写しを提出する。

	(２)配置予定技術者の能力

	①資格（別紙様式４）
２級さく井技能士又はこれと同等以上の資格をを有し、専任で配置する予定の主任（監理）技術者の氏名を記載する。
主任（監理）技術者は、２級さく井技能士又はこれと同等以上の資格を有する者とする。ここで、同等以上の資格を有する者とは、建設業法第１５条第２号で定めている者とする。
また、配置予定技術者が監理技術者である場合には、監理技術者資格証及び監理技術者講習修了証を有する者又はこれに準ずる者であること。この場合には、同修了書の写しを併せて添付する。なお、「これに準ずる」とは、以下の者をいう。

・平成２０年２月２９日以前に交付を受けた監理技術者資格者を有する者。
・平成２０年２月２９日以前に監理技術者講習を受けた者であって、平成２０年３月１日以降に監理技術者資格者証の交付を受けた者である場合には、監理技術者資格者証及び指定講習受講修了証を有する者。

②同種工事の施工経験（別紙様式４）
平成１４年から技術資料提出期限までに完成し、引渡しが完了した同種工事の中から代表的なものを１件記載する。施工経験は、当該発注者（国、国立大学法人）、特殊法人等又は地方公共団体等その他の公共発注機関、民間事業者の発注機関の順序で優先して選択する。
技術者が技術資料提出日現在において他の工事の主任（監理）技術者として従事している場合は、その工事の名称及び工期を記入する。
複数の候補者を記入することができるが、その場合は資格等の評価が低い者により審査する。同一の技術者を重複して複数工事の配置予定の技術者とすることができる。ただし、他の工事を落札したことにより配置予定の技術者を配置することができなくなったときは、直ちに提出した技術資料の取り下げ又は、入札の辞退を行うこと。これらの行為を行わずに入札した者にたいしては、「建設工事の請負契約に係る指名停止等の措置要領について」（平成６年５月17日付け文施指第83号文教施設部長通知）に基づく指名停止を行うことがある。
経常建設共同企業体については、全ての構成員が③に定める国家資格を有する主任技術者又は監理技術者を選任で配置できること。実際の施工にあたって技術資料に記載した配置予定技術者を変更できるのは、病休、死亡、退職等の極めて特別な場合に限る。
③工事成績（別紙様式７）
過去４年のさく井設備工事の工事成績評定通知の写しを提出する。（主任（監理）技術者又は現場代理人としての工事成績）


（二）企業の信頼性・社会性

	項目
	記載要領・留意事項

	１）法令遵守（コンプライアンス）
	①事故及び不誠実な行為（別紙様式５）
全国又は関東甲信越地区において、文部科学省から指名停止措置を受けたもの及び東京都内において営業停止を受けたもので、本工事の開札の日を基準として、指名停止措置の期間終了後６ヶ月以内のものを全て記載すること。また、通知書の写しを全て添付すること。
※経常ＪＶで参加する場合は、各構成員が受けたすべての措置を記載すること。

	２）地域精通度

	1 地理的条件（別紙様式６）
多摩地区に技術者・資機材等の拠点となる、本店、支店、営業所等がある場合は記載すること。

※多摩地区とは、以下の市町村を指す。

八王子市、立川市、武蔵野市、三鷹市、青梅市、府中市、昭島市、調布市、町田市、小平市、小金井市、日野市、東村山市、国分寺市、国立市、福生市、西東京市、狛江市、東大和市、清瀬市、東久留米市、武蔵村山市、多摩市、稲城市、羽村市、あきる野市、瑞穂町、日の出町、奥多摩町、檜原村

	３）ワーク・ライフ・バランス等の推進
	①ワーク・ライフ・バランス等の取組に関する認定状況（別紙様式８）
以下のいずれかの取組について認定を受けている場合は、認定証
等の写しを提出すること。
○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律｛女性活躍推進法）に基づく認定（えるぽし認定企業）又は一般事業主行動計画策定済（常時雇用する労働者の数が300人以下のものに限る）

○次世代育成支援対策推進法 （次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・プラチナくるみん認定企業）
○青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）に基づく認定（ユースエール認定）


４．技術資料の提出期間及び提出場所

（１）提出期間　平成２９年９月２１日（木）から平成２９年１０月２日（月）までのの土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日の９時００分から１７時００分ま　
で。
（２）提出場所　〒１８６－８６０１　東京都国立市中２－１
一橋大学財務部経理調達課
電話　０４２－５８０－８０７７

５．技術資料の審査に関する事項

項目及び審査基準は以下のとおりとする。

（一）企業の技術力

	　　審査項目
	審　査　基　準

	１）企業の施工能力

	①平成１４年度以降の同種工事の施工実績を有すること。

②同種工事の発注機関による優先順位。

③過去２年間の工事成績評定点の平均による優先順位。

	２）配置予定技術者の能力
	①主任（監理）技術者の資格，平成１４年度以降に同種工事における主任（監理）技術者又は現場代理人の経験を有すること及び申請時における他工事の従事状況等。

②主任（監理）技術者又は現場代理人として平成１４年度以降の同種工事の発注機関による施工実績による優先順位。
③過去４年間の工事成績評定点の平均による優先順位。


（二）企業の信頼性・社会性
	　　審査項目
	審　査　基　準

	１）法令遵守（コンプライアンス）
	①当該地域における国交省の営業停止又は文科省の指名停止期間終了後３～６ヶ月以内の当該工事の入札執行の有無。

	２）地域精通度
	①多摩地区における本店、支店、営業所等の有無。

	３）ワーク・ライフ・バランス等の推進
	①ワーク・ライフ・バランス等の取組に関する認定状況


６．総合評価に関する事項

（１）評価に関する基準

　　各評価項目について下記の評価基準に基づき加減点する。

（一）企業の技術力

１）企業の施工能力について                                              
	評価項目
	評価基準
	配点

	①同種工事の施工実績
	国、国立大学法人、特殊法人等又は地方公共団体等が発注する同種工事の実績あり
	３

	
	その他の同種工事の実績あり
	１

	
	実績なし
	欠格

	②工事成績
	（工事成績相互利用登録発注機関）

※「公共建築工事成績評定要領作成指針」に基づく工事成績

（当該工事種別別過去２年度平均）
	

	
	84点以上
	３

	
	75点以上84点未満
	２

	
	72点以上75点未満
	１

	
	72点未満（含む実績無し）
	０

	
	各年度の平均点が2年連続で65点未満（欠格）
	欠格

	
	国立大学法人、文部科学省、及び所管独立法人等に対し、過去２年以内に完成・引渡を行った工事目的物で、引渡後に工事の品質に関わる重大な問題が発生した事例がある。（欠格）
	欠格


２）配置予定技術者の能力について

	評価項目
	評価基準
	配点

	1 資格
	２級さく井技能士又は国土交通大臣が同等以上と認定した者
	０

	
	上記の資格がない（欠格）
	欠格

	②同種工事の施工経験
	国、国立大学法人、特殊法人等又は地方公共団体等発注する同種工事において主任（監理）技術者又は現場代理人としての経験あり。
	３



	
	上記以外で、主任（監理）技術者又は現場代理人としての経験あり。
	１

	
	主任（監理）技術者又は現場代理人以外としての経験あり。
	０

	
	経験なし
	欠格

	③工事成績
	（工事成績相互利用登録発注機関）

※「公共建築工事成績評定要領作成指針」に基づく工事成績（主任（監理）技術者及び現場代理人としての工事成績。当該工事種別別過去４年度平均）
	

	
	83点以上
	３

	
	75点以上83点未満
	２

	
	72点以上75点未満
	１

	
	72点未満（含む実績無し）
	０

	
	各年度の平均点が2年連続で65点未満（欠格）
	欠格


（二）企業の信頼性・社会性

１）法令遵守

	事故及び不誠実な行為
	あり。
	－２

	
	なし。
	０

	２）地域精通度

	地理的条件

（緊急時の施工体制）
	多摩地区に本店、支店、営業者があり。
	１　　

	
	多摩地区に本店、支店、営業者がなし。
	０

	３）ワーク・ライフ・バランス等の推進

	ワーク・ライフ・バランス等の取組に関する認定状況
	認定あり。
	２　　

	
	認定なし。
	０



（２）　総合評価の方法

１）評価項目ごとの最低限の要求要件を満足する場合に標準点を与え、さらに技術資
料の内容に応じ、加算点を与える。なお、標準点を100点とし、技術資料による加
算点（最高15点）との合計を評価点とする。

２）評価は、標準点と（１）「評価に関する基準」によって得られる加算点の合計を当
該入札参加者の入札価格で除して得た数値をもって行う。

（３）　落札者の決定方法

１）入札参加者は、価格及び技術資料をもって入札し、次の（ア）、（イ）の要件に該当する者のうち（２）「総合評価の方法」によって得られた数値（以下「評価値」という。）の最も高い者を落札者とする。

　　　　ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の

　　　内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは（ア）、（イ）の要件に該当する入札をした他の者のうち評価値の最も高い者を落札者とすることがある。

（ア）入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。

（イ）評価値が、標準点（100点）を予定価格で除した数値を下回らないこと。

２）１）において、評価値の最も高い者が２者以上あるときは、当該者にくじを引か
せて落札者を決定する。

（４）　評価内容の担保　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　技術的所見に記載された内容については、設計図書に記載するものとし、工事完了
後において、履行状況について検査を行う。受注者の責により入札時の評価内容が満
足できない場合は、工事成績評定を減ずることとし、未実施の評価項目ごとに１０点
減ずる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
なお、技術的所見に記載された内容に対する履行状況が、特に悪質と認められる
場合は９．（４）の扱いとする。

７．苦情申立て　

（１）　一橋大学は、技術資料を提出した者のうち当該工事について指名しなかった者に対して、指名しなかった旨及び指名しなかった理由（以下「非指名理由」という。）を書面により通知する。

 （２）（１）の通知を受けた者は、通知した日の翌日から起算して５日（行政機関の休日
      関する法律（昭和63年法律第91号）第１条に規定する行政機関の休日（以下「休日」という。）を含まない。）以内に、書面により、一橋大学に対して非指名理由についての説明を求めることができる。

 （３）  一橋大学は、非指名理由についての説明を求められたときは、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して５日（休日を含まない。）以内に書面により回答する。
８．再苦情申立て
（１）一橋大学からの非指名理由の説明に不服がある者は、非指名理由の説明に係る書面を受け取った日から７日（休日を含まない。）以内に、書面により、文部科学省大臣官房文教施設企画部長に対して再苦情の申立てを行うことができる。
　　　　また、再苦情申立てについては入札監視委員会において審議を行うこととする。

（２）受付窓口  〒１８６－８６０６    東京都国立市中２－１
                  一橋大学財務部経理調達課（法人本部棟２階）
                  電話　０４２－５８０－８０７７（直通）
（３）受付時間  ９時００分から１７時００分まで。
（４）再苦情申立てに関する手続等を示した書類等の入手先　８（２）に同じ。
９． 実施上の留意事項

（１）技術的所見に記載された内容については、その後の工事において、その内容が一般
的に使用されている状態になった場合は、無償で使用できるものとする。ただし、工
業所所有権等の排他的権利を有する提案については、この限りでない。なお、発注者
は、提案内容に関する事項が提案者以外の者に知られることの無いように取り扱うも
のとする。また、提案者の了承を得ることなく提案の一部のみを採用することはしな
い。ただし、落札者の提案については、採用した理由の説明を求められた場合に他者
に比べ優位な点を公表することがある。

（２）技術資料の作成及び提出に要する費用は、資料の提出者の負担とする。

（３）提出された技術資料を無断で使用することはない。

（４）技術資料に虚偽の記載をした者は、当該工事の指名業者としないとともに、「建設工

事の工事請負契約に係る指名停止等の措置要領について」（平成18年1月20日付け

17文施指第345号文教施設部長通知）に基づく指名停止措置を行うことがあるものとする。

　また、資料に虚偽の記載をした者のした入札並びに説明事項及び別冊競争入札心得において示した条件等入札に関する条件に違反した入札は無効の入札を行った者を落札者としていた場合には落札決定を取り消す。

（５）提出された技術資料の差し替えは、誤記の訂正等軽微なものに限り、提出の日を含め３日（休日を含めない。）以内とする。

（６）同種工事の施工実績及び配置予定技術者の経験等については、記載する工事のCORINS（登録されてない場合は契約書（工事名、契約金額、工期、発注者、請負の確認できる部分））の写しを提出すること。ただし、CORINS等での記載内容で同種工事の施工実績及び配置予定技術者の経験等が不明な場合については平面図、構造図、数量総括表、交通規制状況図等を必ず添付すること。

（７）提出された技術資料は返却しない。
（８）本要請資料は技術資料作成以外の目的で使用してはならない。
（９）技術資料作成に関する手続きについての問い合わせには応じるが、工事内容等の問い合わせには応じない。なお、問い合わせ先は８（２）と同じ。

別紙様式３
同種工事の施工実績
　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名　　　　　　　　　　　　　　
	同種工事の判断基準
	平成１４年度以降に、元請として完成、引渡しが完了した、国、国立大学法人、特殊法人等又は地方公共団体等の発注したさく井設備（新設又は改修）の施工実績。（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が２０％以上の場合のものに限る。）

	 工
 事
 名
 称
 等
	 工事名
	

	
	 発注（機関）者名
	

	
	 施工場所
	（都道府県名・市町村名）

	
	 契約金額
	

	
	 工期
	 平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

	
	 受注形態
	単体／共同企業体（出資比率　　　％）

	 工
 事
 概
 要
	 用　　　　　　　途
	

	
	 規　　　模　　　等
	

	
	 　
 工事内容
	

	
	ＣＯＲＩＮＳ登録の有無
	有（ＣＯＲＩＮＳ登録番号：　　　　　　　　　　　号）


別紙様式４
配置予定技術者の資格及び工事経験
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名　　　　　　　　　　　　　　
	 配置予定技術者の従事役職・氏名
	 ○○技術者　　○○　○○

	法令による資格・免許
	（例）２級さく井技能士（取得年）
　　　監理技術者資格（取得年、登録番号）
　　　監理技術者講習（取得年、修了証番号）

	同種工事の判断基準
	平成１４年度以降に、元請として完成、引渡しが完了した、国、国立大学法人、特殊法人等又は地方公共団体等の発注したさく井設備（新設又は改修）の施工実績。（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が２０％以上の場合のものに限る。）

	同種工事の経験の概　　要
	工事名
	

	
	発注（機関）者名
	

	
	施工場所
	 （都道府県名・市町村名）

	
	契約金額
	

	
	工期
	平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

	
	従事役職
	現場代理人、主任技術者、監理技術者等

	
	工事内容
	

	申請時に
おける他
工事の従
事状況等
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	工期
	平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

	
	従事役職
	現場代理人、主任技術者、監理技術者等

	
	　本工事と重複する場
  合の対応措置
	例）本工事に着手する前の○月○日から本工事に
　　従事可能。


注）　申請時における他工事の従事状況は、従事しているすべての工事について、本工事
　　を落札した場合の技術者の配置予定等を記入すること。
別紙様式５
事故及び不誠実な行為
会社名：　　　　　　　　　
１．営業停止
　  東京都内において受けた営業停止措置のうち、本工事の開札日から起算して６ヶ月以内に期間が終了したものについてすべて記載すること。
	措置を行った機関
	営業停止の期間

	（例）国土交通省関東地方整備局
	平成　年　月　日から平成　年　月　日（　ヶ月）


２．指名停止
全国又は関東・甲信越地区において受けた文部科学省による指名停止措置のうち、本工事開札日から起算して６ヶ月以内に期間が終了したものについてすべて記載すること。
	措置を行った機関
	指名停止の期間

	（例）文部科学省
	平成　年　月　日から平成　年　月　日（　ヶ月）


注１　営業停止及び指名停止の通知の写しを添付すること。
注２　措置を受けていない場合は、その旨を空欄に記入の上、提出すること。
注３　経常ＪＶで参加する場合は、各構成員が受けたすべての措置を記載すること。
別紙様式６

地理的条件

　　　　　　　会社名：　　　　　　　　　　

緊急時の施工体制

	項　　目
	内　　容
	

	営業所の所在地（多摩地区内における営業所設置状況）

いずれかに「○」印をつけること。
	本店・支店・営業所等あり

住所　　　　　　　　　　　　　　

　　
	

	
	本店・支店・営業所等なし


	


　※多摩地区とは、以下の市町村を指す。

八王子市、立川市、武蔵野市、三鷹市、青梅市、府中市、昭島市、調布市、町田市、小平市、小金井市、日野市、東村山市、国分寺市、国立市、福生市、西東京市、狛江市、東大和市、清瀬市、東久留米市、武蔵村山市、多摩市、稲城市、羽村市、あきる野市、瑞穂町、日の出町、奥多摩町、檜原村

別紙様式７  
工　事　成　績
                                           配置予定技術者名：　　　　　　　　　　　　
工事成績の平均点

以下の様式に従い、さく井工事の工事成績の平均点を算出する。

	発注機関　工事成績相互利用登録発注機関(別紙参照)
	平成２５年度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	ａ：各年度の工事件数
	a1＝
	a2＝
	a3＝
	a4＝

	ｂ：各年度の工事成績の合計点数
	b1＝
	b2＝
	b3＝
	b4＝

	ｘ：各年度の平均点　　ｘ＝ｂ／ａ
	x1＝
	x2＝
	x3=
	x4＝

	ｙ：過去4年間の平均点　ｙ＝（b1＋b2+b3+b4）／（a1＋a2+a3+a4）
	ｙ＝


注１　実績がない場合はその旨を記入の上提出すること。

注２　各年度の平均点及び過去４年間の平均点の算出にあたっては、小数点以下第２位を四捨五入する。

注３　工事成績評定の通知書の写しを年度毎に整理して添付すること。

別紙様式8
ワーク・ライフ・バランス等の取組に関する認定状況
　                会社名：　　　　　　　　　　

	ワーク・ライフ・バランス等の取組名
	認定の有・無

	女性の職業生活における活躍の推進に関する法律｛女性活躍推進法）に基づく認定（えるぽし認定企業）又は一般事業主行動計画策定済（常時雇用する労働者の数が300人以下のものに限る）
	

	次世代育成支援対策推進法 （次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・プラチナくるみん認定企業）
	

	青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）に基づく認定（ユースエール認定）
	


注１　認定の有無について、記入の上提出すること。

注２　認定を受けている場合は、認定証等の写しを提出すること。
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